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序章
本研究は、近世日本において加賀藩・薩摩藩に次ぐ表高第三位の仙台藩六二万石が、どのようにでき
あがっていったのかを、領域の形成過程と支配構造の二つの面から探るということを試みたものであ
る。そして、筆者の研究の目的は、仙台藩を素材として幕藩制全体を研究しようとするものである。
最初に、近世初期の藩をめぐる研究史を筆者なりの視点から見ておくと、藩を対象とした研究は、日本
近世史において絶えず続けられ、これまで多くの蓄積があり、特にここ数年で新たな方向性が出ている。
それは、藩を対象とした研究では、「藩世界J . 1藩社会」といった概念を用いた分析が近年活発に行
われている。これらは領民など藩を構成する人々や江戸・他藩なども分析対象に含めた、藩を総合的な
視点から検討する研究といえる。そして、地域社会論として「藩領社会」という概念を用いて、総合的
な研究が活発に行われているのである。
このように藩を対象とした研究、特に大藩を対象とした研究は、近年新たな視点を獲得し、豊かな成
果を挙げ、近世史研究の上で大きなウェイトを占めるようになっているのである。
ところで、高野信治の『近世領主支配と地域社会J においては、序章第一節の冒頭において、次のよ
うに記述されている。
近年、日本近世史研究の分野では、「藩」をめぐる新たな研究動向がみられる。具体的にはいく
つかの研究グループないしそのなかの個人の成果で、しかも「藩j をめぐる概念提示を試みるもの
である。①岡山藩 (1藩世界J) 、②尾張藩 (1尾張藩社会J) 、③松代藩 (1藩地域J) 、などであり、
④畿内・大坂 (1 r武士の町J 大坂J) に関する研究もその一つに数えられよう。
として、①・③と②・④を対照し、藩(地域)研究の在り方を検討し、①・③は、藩を通して幕藩制
全体をとらえようとする研究とし、②・④は「藩(地域)J の地域性の解明が研究の動機ないし主要な
柱となっているとして、①・③の研究姿勢に共感を示すものの、②・④の研究姿勢を排除はしないと述
べており、最後は次のように結んでいる。
「藩」にはそれぞれ歴史性を含んだ地域的個性があるのであり、地域性と全体性を踏まえた総合
史、これが「藩」研究の一つのあり方だろうと思う。
このように、仙台領の外形的な部分の成立過程と、役を中心とした初期の支配構造を分析した本研究
は、仙台藩仙台領の地域性を追ったもので、高野の指摘する②・④の研究に目的も動機も近い。しかも、
本研究は、実証的なものが多くなったため、地域性を主とした研究となっている。
しかしながら、仙台藩という大藩の成立過程を追うこと、すなわち、ここから得られた研究成果は、
幕藩制成立期の研究の一部であることは変わりないことをここで指摘しておくとともに、全体性を踏ま
えた研究については今後の課題としておきたい。
第一部仙台藩領域の形成過程
第一章 関ケ原合戦後における伊達政宗の刈田郡領有について
はじめに
慶長五年(一六00) 年の関ケ原合戦後、伊達政宗は、旧領の信夫郡や伊達郡をその家臣に給付され
る旨の家康の墨付きを得ながら、実際には、自力で切り取った刈田郡のみを加増されたとされる。
しかし、いつ誰が、どのような手続きを経て、関ケ原合戦まで上杉景勝の所領であった刈田郡を、伊
達政宗の領知として給付したのか、詳しい事実関係は不明であるのが実態である。
関ケ原合戦後に伊達政宗が刈田郡を領知するようになったいきさつを検討した。
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一研究史
(ー)刈田郡所属問題について
研究史においては、現在は、単純に刈田郡が加増されたという見解は影を潜めたが、いずれにせよ、
関ケ原合戦前に家康が発給した、他の大名への加増を約束する文書を含めた検討にはなっていない。こ
の点においては、こうした最近の研究も問題があると言わざるを得ない。
(二)関ケ原合戦後の所領問題について
関ケ原合戦後の所領問題については、藤野保『新訂幕藩体制史の研究』と、前述の笠谷和比古『関ケ
原合戦と近世の国制』が画期をなしていると考えられる。
これらの研究を見てみると、関ケ原合戦後の所領問題あるいは大名配置については奥羽の問題が比較
的等閑視されてきている現状がある。
二事実経過
この節で、伊達政宗の刈田郡領有及び関ケ原戦後の奥羽の大名配置にかかる事実経過を検討した。
すると、慶長四年の前半から伊達政宗と徳川家康は、親密さを増した。それは度重なる起請文の提出
と婚姻から理解できる。
そして、慶長五年の関ケ原合戦直前は、奥州、比関東の間で、頻繁に連絡をとり、上杉景勝に備えてい
る。しかし、関ケ原合戦後は、微妙な関係となっている。
ただ、結局は、徳川家康が権力を確立したため、伊達政宗も臣従して行ったと思われる。
三刈田郡の領有について
伊達政宗の刈田郡領有の事情については、一七世紀後半の時点で、刈田郡領有の事情は不明になって
いた。
関ケ原合戦の勝利によって、所領の安堵・給付の権限を事実上手中に収めたことにより伊達政宗の所
領問題も徳川家康の任意の処理が可能になったと考えるべきである。そして、慶長五年八月二二日付の
いわゆる「百万石の御墨付」は、従来、徳川家康発給の「領知判物」ないし「知行宛行状」と表現され
てきたが、当時の徳川家康の文書の発給状況及び墨付きの内容から「本領還付状」と表現すべきである。
また、徳川家康とその周辺の人々は、関ケ原合戦の前後に多数の伊達政宗宛の書状等を発給している
が、結局、それは、対上杉景勝のためであり、合戦の勝利により、事実上の所領安堵・給付権を手中に
収めた徳川家康が、伊達政宗の所領問題をその任意の処理をすることとなったのである。
四 関ケ原合戦の論功行賞の約束とその履行
前述のように関ケ原合戦の後、事実上の所領安堵・給付権を手中に収めた徳川|家康によって、東軍の
諸大名に大規模な論功行賞が行われた。しかし、関ケ原の合戦前、伊達政宗をはじめ各大名に対し、徳
川家康は、所領宛行い(旧領の還付)の約束をしている。大大名は国単位あるいはそれに近い形での給
付、小大名は一郡単位での給付を約束している。
そして大大名は、関ケ原合戦前の約束とはかなり違う形で所領の給付が行われている。すなわち、徳
川家康は、関ケ原合戦前に約束した所領給付にはあまりこだわらず、実際の功労により論功行賞を行
なったと考えられる。
したがって伊達政宗に対しても八月二二日付の「覚」にあまりこだわることなく、和賀一挨後援を名
目に特に加増しなかったと考えるべきである。
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おわりに
これまで見てきたように、伊達政宗は、関ケ原合戦の直前に徳川家康から旧領還付状の発給を受けた
が、その大部分は履行されなかった。
これは、ひとつには、前節での論述のとおり、徳川家康は、伊達政宗以外にも旧領の還付や新思給与
の約束をしていたが、論功行賞の際には、特に大大名の場合、あまり事前の約束にはこだわらなかった
ためである。
ただし、伊達政宗は、実力で刈田郡を知行していたので、徳川家康は、刈田郡を他の大名に給付や安
堵、あるいは、自領にしないということでその領有を暗黙のうちに認めたと考えられるのである。
すなわち、刈田郡は特に関ケ原合戦の思賞として与えられたのではなく、伊達政宗が、実力で支配し
ていたので、やむを得ずそれを認めた、安堵というべきである。
第二章 『仙台領』における地域編成
一一近世的郡制の成立について一一
はじめに
仙台藩陸奥城付領(仙台領)二一郡六O万石は、桃生など二O郡と宇多郡のうち九か村である。この
二一郡は、寛文四年(一六六四)の将軍家綱の領知判物から確定したもので、この前の寛永一一年(一
六三三)の将軍家光領知判物では同じ二一郡でも郡名に異同がある。また、仙台領においては、近世初
期郡並に扱われた広域的な地域のまとまりがあり、本稿では、この郡と郡並にあっかわれた地域という
レヴェルでの地域編成についてその成立と機能を分析することによって、「仙台領」の特質について考
察を加えたい。
なお、この郡並にあっかわれた地域について、以下では「郡並」と略称することとする。
一近世初頭の郡と「郡並」
前述した「仙台領J 二一郡は、戦国大名伊達氏の①天文年間頃までには領域に入ったところ ②旗下
大名(国人)の所領 ③奥羽再仕置で給された旧大崎・葛西領の三つであり、このような地域と伊達氏
の関係の違いは、地域名称に端的に現れている。
奥羽再仕置後の伊達氏の領域はこの三つに分類でき、それぞれに郡と郡並にあっかわれるいくつかの
村を構成要素とする地域単位があり、この郡と「郡並J は、まったく対等の地域単位であり、その状態
は寛永末年頃まで続き、その後は大体の「郡並J は地域編成の単位として残ったものの、すべての「郡
並」は、いずれかの郡に属することとなったのである。
二近世的郡制の成立
寛永末年以降のの領知黒印状を見ると、それ以前とは、次のように大きく違う点がある。
①「すべて roo郡」という表現になったこと、
②ただの「深谷」などの郡並の広域地名が、「桃生郡深谷」になったことである。
これは、寛永一七年から実施された領内総検地によって変わったものと考えられる。同検地は、「近
世的な郡村制度」の確立が、目的のひとつであると考えられる。
しかし、実際には単純に二一郡に編成されたわけではなかった。
具体的には、支配の単位としては郡奉行区、代官区、大肝煎区の三段階に分けられ、それらは郡と「郡
並」によって構成されていた。
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そして管見の限り「袋中」など七つの広域地名が消え、「郡並」として残ったのは、一四の地域であっ
た。
これらの「郡並」と寛永の領内総検地とのかかわりで一番大きいことは、同検地を境としてすべての
地域がどこかの郡に属するようになったことである。
おわりに
前節までの検討で、近世初頭の「仙台領」にはさまざまなレヴェルの広域地域編成単位が存在し、寛
永の領内総検地をエポックとして、近世的な国郡制的支配のための地域編成が成立したことを指摘した
が、、残された課題はいくらでもあげることができる。
郡や「郡並」がどのような地域編成の単位として機能していたかという問題に触れておくと、各種の
「役」の賦課徴収単位として機能していたと思われる。
第三章仙台藩表高六二万石の成立について
一一寛永一一年徳川家光継目判物の再検討一一
はじめに
寛永一一年(一六三四)将軍徳川家光は、上洛中の閏七月一六日大名及び城主にその領知を確認する
判物と朱印状を交付した。このとき伊達政宗は、「八月四日付」の判物を交付され、六一万五000石
の領知を安堵されている。
本稿では、この寛永一一年の領知判物について、再検討を加え、仙台藩表高六二万石の成立について
若干の考察を試みたい。
一 寛永一一年の領知判物について
(ー)研究史
まず、この領知判物の全文をここで掲げる。
史料 l
陸奥国桃生・小鹿・流・西岩井・東山・気仙・伊j畢・寒郡・玉作・栗原・志田・遠田・刈田・柴田・伊
具・日理・名取・宮城・黒川・深谷・宇田、弐拾壱郡六拾万石、常陸国竜ケ崎之内壱万石、近江国蒲生
郡之内五千石都合六拾壱万五千石目録在別紙事、如前々全可有領知之状如件
寛永十一年八月四日 家光御書判
仙台
中納言殿
唯一の先行研究である渡辺信夫氏の見解は、手交の日付を誤っている以外は、ほぼ首肯すべき内容で
ある。ただし、渡辺氏は、この論考において文禄検地の問題をとりあげ、仙台藩の成立について検討を
加えているのだが、その表高の成立はいまだ明らかになったとはいえない。
(二)判物の記載内容について
この徳川家光継目判物と伊達家文書に残る寛永一0年の郡郷目録案それに徳川家綱継目判物での仙台
領の郡名は異同がある。
家綱判物の郡名は、以後歴代の将軍から発給された判物とおなじで、ほぼ現在の行政区画と同じであ
る。この郡分けは寛永惣検地で決定されたものである。
また、郡郷目録案と家綱判物の違いは、主に旧葛西領であり、それは、中世における開発の結果、旧
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葛西領は、郡も破壊されてしまった。そのうえ、葛西氏が、国郡制的な領域支配ができなかったことが
その要因であると考えられる。
(三)交付の状況
閏七月一一日に、上洛中の徳川家光は領知朱印状を下すこととし、永井尚政らにその奉行を命じた。
閏七月一六日、二条城二の丸で交付対象者に手交された。そして、領内の高辻を書上げて提出するよう
に命じられ、島津氏などはこれをうけて、国元でこれを作成し、後日提出している。
政宗がこの領知判物を交付された状況は、よくわからないが、前後の状況をおってみたなかで、注目
されるのは、知行目録の提出が、閏七月一0 日となっていることである。朱印状交付を家光から命じら
れた閏七月一一日の一日前である。政宗は、事前に交付と領知目録の提出要求を知っていて、準備を整
えていたことを示している。したがって、政宗の申告によりその領知が記載された可能性は残るが、た
だ、郡郷目録案とは、郡名の記載に異同があり、やはり、領知の記載は、幕府が把握していた領知及び
領知高をもって交付した可能性が高い。
(四)判物の意義
判物の意義は、伊達政宗のように、このときはじめて近世統一政権から領知の安堵を文書で受けたも
のがいたということである。すなわち、これまで、独自で、切取ったか豊臣秀吉から給与された領知を、
自分仕置権に基づいて、実力で支配していた政宗のような大名も将軍からの石高の記載のある安堵状を
うけて支配する形式をとることになったことである。
二 仙台藩の表高の成立について
(ー)伊達政宗の領知
本節では、まず、この所領の変遷を、先行研究を頼りに可能なかぎり確認した。
(二)伊達家の領内の高把握
伊達家の仙台領の表高は、六O万石であり、この六O万石がいつ定まったのかは定かではない。ただ、
豊臣秀吉は、全国の御前帳を徴しており、政宗の領知が、石高で把握されていたことも確実である。奥
羽仕置及び同再仕置の際、天正一八年(一五八八)には、旧葛西・大崎・黒川領で、天正一九年には伊
達政宗の旧来の領知での検地が行われたと考えられる。それが、おそらく刈田郡を加えた結果で約六O
万石ということが共通の認識になっていたのではないだろうか。
一方、仙国御郡方式目に「領知六十万石代高一紙」で、御検地前本高として四万二八一四貫二五七文
が記載されており、この「本高」が、寛永惣検地前の仙台領の貨幣納の年貢高として仙台藩において認
識されていたのである。
家臣知行地からの「役」を徴収した史料には、際「御分国中」の総高四万貫余とされ、仙台伊達家で
は、当時の所領の高は、四万貫余と意識されていたことで、これは、前出の「本高J とだいたい一致し
ている。
この四万貫文余は、この時期には、現実の領知高として機能していたこととである。
また、この数字を打ち出した検地は、おそらく文禄検地か元和検地であると推定できる。
おわりに
寛永一一年(一六三四)の徳川家光による領知朱印状の交付は、伊達政宗にとってははじめての近世
統一政権からの文書による所領の確認であった。すなわち、これまで、独自で、切取ったか豊臣秀吉から
給与された領知を、自分仕置権に基づいて、実力で支配していた伊達政宗のような大名も将軍からの石
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高の記載のある安堵状をうけて支配する形式をとることになったことをここで強調しておく。
そして、伊達政宗代には、仙台領は、約四万貫文余で、一万貫が蔵入で残り三万貫余が家臣知行地で
あると認識されていたこと、おそらく、この数字は文禄検地か元和検地で打ち出されたものであること、
また、伊達政宗の領知の根幹部分である仙台領は、豊臣政権時代に石高での把握が行われていたと考え
られる。
補論
書評小林清治著 『奥羽仕置と豊臣政権』・『奥羽仕置の構造』吉川弘文館二00三年
はじめに
『奥羽仕置と豊臣政権J 、『奥羽仕置の構造』の二冊(以下まとめて「本書」と呼ぶ。)は、長年、戦国
期の奥羽を中心に研究を進めていた、この分野での第一人者である小林清治氏による、奥羽仕置につい
ての待望の包括的な研究である。
本書は、「奥羽仕置」について、奥羽の在地の細かい事実を検証し、その全体像に対して迫った、は
じめての研究である。
本書の意義の第一は、“奥羽仕置に関する基礎的な研究業績であり、今後の奥羽仕置の研究には欠く
べからざる論考である"ということである。
本書は、奥羽仕置の細かい事実を逐一検討した基礎的な研究であり、わずかな疑問はあるが、今後の
奥羽仕置の研究には欠くべからざる論考であるとともに奥羽諸藩の初期藩政史へつながる重要な研究で
ある。
本書によって結論づけられたことは、奥羽仕置の大きな目的のひとつは伊達政宗の処分にあり、その
ために惣無事令発令以前の領分の没収や惣無事令違反をした相馬義胤の所領安堵などが行われたことで
あり、そのことから、奥羽仕置の軍事的制圧性を強調し、政策基調から平和的な側面が強調されている
豊臣政権についての、藤木久志氏の論考以来の現在の学説状況へ一石を投ずる内容となっている。
したがって、奥羽仕置を題材としてはいるが、豊臣政権に対する現在の通説に対して重要な論点を提
示しているゆえ、奥羽仕置や近世初期の東北諸藩の研究のみならず、戦国期及び近世史の研究者、とり
わけ近世初期を研究している者にとって必読の書であるといえる。
第二部近世初期仙台領支配の構造
第一章近世初期仙台領における「役」
はじめに
近世初期の各大名は、職人などの特殊技能者や特別な生産物の生産者を扶持を給して被官化するか、
諸役免除などの特権を与え、その技術や生産物を「役」という形で確保していた。
伊達氏もその初代政宗時にこのような施策をとっていた。それは、塗師・猟師などに対する発給文書
からあとづけることができる。以下で近世初頭の仙台領における役の問題を検討してみる。
一 政宗代における「役」による技術、生産物の確保
政宗代においては、特殊技能や特別の生産物は当然「役」として確保し、役負担者は、扶持を与えら
れたり、諸役免除の特権を持っていた。まず関係史料を検討すると、政宗代の仙台領においても同様で
ある。
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二役の徴収
仙台伊達氏は、役をどのような形で確保していたであろうか。
そのまま現物及び貨幣納で徴していたと考えられ、それは「所々請切」という担当の役人が役の徴収
を請負う形式であったと考えられる。
三役の変質
政宗代において寛永九年(一六三二)の史料を検討すると、特殊な「役」としてほかの役を免除して
まで確保していた特別な生産物ないし特殊技能が、時代が進むにつれ他の方法で確保できるようになっ
たか不要になったかなどの理由で、ほかの役を免除する必要がなくなって行ったことがわかる。しかし、
役の免除や扶持を維持した者の方が多いと考えられ、役の免除を廃止しようとする勤きは見せるもの
の、不徹底に終わったといえよう。
ただし、「御百姓並之諸役」という概念により、役の統ーを図ったことは重要である。
おわりに
近世初頭の仙台領では、職人などの特殊技能者や特別な生産物の生産者を扶持を給して被官化する
か、諸役免除などの特権を与えその技術や生産物を「役」という形で確保していたO これは、一般的な
他の幕藩領主と同様で、あった。
近世初頭の仙台領では役の徴収は原則として「所々請切」で行われていた。
近世初頭では、特殊な技術や特別な生産物を「役J という形で確保する必要があったが、時代が進む
につれ、不要になったり、別の手段で確保できるようになると、その「役」負担者は、それまで保障さ
れてきた「諸役免除」ゃ「扶持」は、当然のことであるがなくなっていった。しかし、仙台領において
はこうした特権が近世後期以降まで、残っていた事例は多い。
第二章 いわゆる「葛西大崎船止日記」について
はじめに
一九九六年三月一八日に天理大学附属図書館に架蔵されているいわゆる。「葛西大崎船止日記」を実
見する機会を得た。この「葛西大崎船止日記」は、大日本古文書の「伊達家文書」に掲載され、北上川
水系の鮭漁の史料あるいは舟運の史料とされている。本章では、実見した際のデータの報告を簡単に行
い、舟運史料・川役(魚役)史料であるという双方の仮説の論拠を挙げたのち、舟運史料説の立論の根
拠についての批判的検討を行うものとする。
一 「葛西大崎船止日記」の実見記録
本節は、「葛西大崎船止日記J (，とめの日記」と略称する。)の実見記録である。
二 「とめの日記」の解釈
舟運説の根拠につい渡辺信夫が述べている解釈が比較的詳しく論理的根拠を挙げているので、これの
要点をあげ、検討した。
また、川役の史料であるとする説の根拠を列挙した。
舟運説の論旨を検討した結果、いずれも、根拠が薄く、舟運説は成り立たないと結論付けた
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おわりに
「とめの日記」は、川役の史料であると考えるのが妥当である。
慶長五年は伊達政宗として、合戦と土本建設事業に多大な出費が必要であった時期である。この時期
に川漁の把握と川役の徴収のための記録が作成されたことは、十分に考えられるのである。
さらに、近世初頭の北上川は、蛇行を繰り返し、洪水も多く、流絡も定まらなかったと推定されてい
る。政宗の代に、北上川の改修工事をおこなったのは、事実と考えられる。一般的には、このような河
川の改修後に近世的な河川水運の全盛期が出現するのであり、北上川も例外ではない。
葛西氏時代において、ある程度の北上川水運の存在を想定するのは当然であるが、水運の存在を過大
評価し、短絡的に史料に結び付けるのはいかがなものかと考えるものである。
第三章近世初期仙台領浜方の諸役について
はじめに
近世において水主役を負担する集落は地先漁業権を有し、水主役を負担しない集落は、たとえ海に面
していても地先漁業権は有しないとされている。
仙台領においても水主役が徴収されていたことは三鬼清一郎氏により既に指摘されている。
そして、仙台領では、田畑に代わり、海を高請けしてその高分の年貢を納入している場合があった。
近世前期以降の仙台領ではこれを「海上高J あるいは「海上御年貢」と呼んで、いた。
そして、水主役と海上高は関連があるものと思われるものの、その内容は必ずしも明確とはなってい
ない。
仙台領の水主役と海上高について考察行い、近世初期の仙台領における浜方支配の一端を探って見る。
一海上高の成立過程
牡鹿郡浜方狐崎組(現宮城県石巻市)と本吉郡北方唐桑村(現岡県気仙沼市)を素材として検討した
結果、唐桑村においても狐崎組においても寛永一0年代の初頭に役が諸役と諸郡役に相当するものに分
離し、諸役と海上高に相当する分は年貢と同時に徴収され、諸郡役に相当する部分は別途賦課徴収され
るようになったことが確認できた。そして海上高に・相当する分は、間もなく海上高となっていたものと
推測されるのである。
二海上高の賦課基準
海上高の賦課基準について、本吉郡唐桑村は舟、牡鹿半島の仙台湾側においての賦課基準の一つは、
大綱であったと考えられる。ただ、それ以外の地域では、現状では史料を見出し得ないが、単純な漁獲
高(の見積り)でないことは明白であり、船や網など水産関係の生産手段を基準に賦課されたことは疑
いないであろう。
三水主役から海上高へ
近世初期の仙台領において海上高同様に漁業関係の生産手段に賦課されたものに水主役がある。
近世初期の仙台領においては、水主役は寛永十年代の前半になくなり、かわりに海上高が成立した。
そして、海上高は舟役と並んで漁業権の根拠として機能したのである。
ただし、「水主人数」という概念は、近世の仙台領においてまったくなくなったわけではなく、御日
肴役の賦課基準として近世中期以降も機能しており、有事の際の水主の徴発機能として生きており、ま
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た漁業権を保障するもののーっとして機能していたと考えられる。
おわりに
近世の仙台領の漁業集落には海上高が賦課されていたことは周知のことであったが、その実態及び成
立過程に関しては不明な点が多かった。本稿のこれまでの検討により、海上高は寛永一0年代前半まで
に水主役がなくなり、海上高が成立したことがわかった。そして、海上高及び舟役が漁業権の根拠とし
て機能していた。
水主役から海上高に移行していったのかを検討すると、忠宗代における年貢・諸役の整備の一環と考
えられる。
終章
さて、本研究では、第一部で仙台藩の領域の形成過程を追い、第二部では役を中心として仙台藩の初
期の支配構造を検討した。
以上のとおり仙台藩の初期藩政史の研究の一端をまとめたが、残された課題は多い。
まず、仙台藩の領域の形成過程であるが、まだまだ不明な点が多い。特に表高の問題は、重要である。
表高は、統一政権と大名との関係において軍役の基準となるもので、第一部第二章でも述べたが、た
とえば、仙台領刈田郡に関しては、豊臣政権下と徳川政権下の間で表高に相当な違いがあるが、それが
どういうことなのか、史料の問題もあり、解明されているとは言い難い。さらに仙台領において天正一
八年・同一九年、文禄・元和・寛永年間に実施された検地と表高の関連についても未解明である。
また、支配構造の問題でも、本稿においては役を中心に分析を進めてきたが、農業の問題へは立ち入
らなかった。本来仙台藩の一番主要な産業は米作や大豆作であり、この点を、筆者なりの視点から解明
する必要がある。
また、役の問題についてもまだまだ解明しなければならない課題は多い。
以上簡単に課題を挙げたが、後稿を期したい。
序章でも述べたが、筆者の目指している目的は、仙台藩を素材として幕藩制全体を研究しようとする
ものであり、本研究はその一環である。
そして、付け加えれば、筆者の目指す最終的な歴史学研究の目的は、やはり、現代社会と過去の繋が
りを解明し、少しでもよりよい現代社会を構築していく一助になるということであるが、現状では、ま
だまだその域に達するまでは相当な距離があり、達しない可能性もあるが、今後ともこうした姿勢で研
究を続けて行きたい。
論文審査結果の要旨
本論文は、 62万石という第 3 位の表高を持つ仙台藩成立の経緯を、領域の形成過程と支配構造の二つ
の面から考察したものである。序章、本論 2 部各 3 章、終章から成り、第 1 部に補論を付す。
序章では、論者の問題関心に沿って幕藩制成立史と仙台藩・奥羽諸藩成立史に関する研究動向を概観
し、課題を提示する。
第 1 部は仙台藩領域の形成過程を明らかにすることを課題とする。第 l 章では、関ヶ原合戦直前に伊
達政宗が徳川家康から旧領還付のお墨付を得ながら、その履行が刈田郡のみで終わった問題を検討し、
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政宗が和賀ー撲を後援したため約束を反故にされながらも、実力で上杉氏から切り取っていた刈田郡の
みは家康も領有を認めざるをえなかったのであり、加増ではなく当知行安堵であったという見解を示
す。第2章は、古代以来の国郡制的枠組みが、幕藩制国家の成立と支配において重要な役割を果たして
いたのではないかという山口啓二の問題提起を受けて、仙台領における近世的な郡制の成立過程を検証
したものである。近世の仙台領には、中世の開発による荘園・保の成立や領主制の展開に由来する様々
なレベルの広域地域編成単位が存在していたのが、寛永の総検地を画期として近世的郡制に再編成さ
れ、郡や郡並に扱われた地域が種々の役賦課の単位として機能していたことを指摘する。伊達政宗の領
知が正式に文書で安堵されたのは寛永11年の徳川家光継目判物が最初で、その内訳は陸奥国で60万石、
常陸国・近江国で 1 万5，000石であったが、近江国で5，000石の加増があったので、仙台藩の表高62万石
が確定した。第 3 章ではこの徳川家光継目判物を再検討して、仙台藩62万石の成立過程について新知見
を提示している。補論として豊臣秀吉の奥羽仕置に関する小林清治の著書 2 冊の書評を収める。
第 2 部は役賦課のあり方から近世初期の仙台領支配の構造に迫ることを課題とする。第 1 章では、従
来、仙台藩における役の体系は寛永の総検地以降に確立したとされていたのに対し、近世初頭にあって
も、職人などの特殊技能者の技術や特別な生産物を役という形で確保しており、領内をいくつかの地域
に区分して役の徴収を請け負わせる方式をとっていたことを明らかにしている。そして第 2 章では、見
解の分かれていた慶長 5 年の「葛西大崎船止日記」を再検討し、川役(魚役)賦課のために作成された
ものと断じて、舟運史料説に批判を加えている。第 3 章では近世初期の仙台領浜方の諸役を考察して、
寛永10年代に水主役がなくなり、海上高が設定されて年貢化したことを指摘し、年貢・諸役整備の一環
と解する。
終章では所論を整理し、今後の課題を提示している。
本論文は、幕藩制成立史をめぐって学界で提起された問題を仙台藩に即して検証し、新たな史実を解明
するとともに、旧説を批判して新知見を提示した点で、今後の仙台藩研究の礎となる成果と評価できる。
よって、本論文の提出者は、博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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